
交付申請時の提出書類一覧

（１）リース車両の場合

項番 申請者（リース事業者）の必要書類 留意事項
原本または

写し
チェック

1 助成金交付に係る申請書（第１号様式）
・オンライン申請の場合は提出不要

（紙申請の場合は、問い合わせフォームを通じて様式を請求してください）
原本

2 誓約書（第２号様式）

3 【貸与先分】誓約書（第２号様式）

4
助成対象者の登記事項証明書（現在事項全部

証明書又は履歴事項全部証明書）

5
【貸与先分】

助成対象者の登記事項証明書（現在事項全部

証明書又は履歴事項全部証明書）

6 購入車両の代金に係る請求書

・購入車両の登録番号又は車台番号及び車名・グレード・型式等実施要綱第４ ２に

定める車両であることが確認できる内容が記載されていること

・後付けで給電機能を装備する場合、車両本体価格と給電機能の装備に要する金額等

の内訳が明記されているもの

写し

7
車両本体価格が明記されている書類（見積書

等）

・車名・グレード・型式等実施要綱第４ ２に定める車両であることが確認でき、車両

本体価格（オプション等を除く）、値引き額等の明細が明記されているもの

・後付けで給電機能を装備する場合、車両本体価格と給電機能の装備に要する金額等

の内訳が明記されているもの

写し

8
購入車両の代金の支払いを証する書類（金融

機関発行の証明書、振込明細等）

・支払いの事実が確認できる書類であること

・車両の支払いは原則振込とする。金融機関発行の明細を提出できない場合や、振込

明細等で代金の支払いを特定することができない場合は、領収書を提出すること（販

売会社の印があるもので、購入車両の登録番号又は車台番号及び車名・グレード・型

式等実施要綱第４ ２に定める車両であることが確認できる内容が記載されているこ

と）

写し

9 購入車両の自動車検査証 ・電子車検証の場合、自動車検査証記録事項を提出 写し
10 車両情報Excel ・オンライン申請のみ

11
助成対象車両の性能が分かる仕様書、カタロ

グ等

・後付けで給電機能を装備する場合、当該給電機能の性能が分かる仕様書、カタログ

等
写し

12
申請者（リース事業者の場合は貸与先）の一

般乗合旅客自動車運送事業又は一般貸切旅客

自動車運送事業の許可書

・旅客自動車運送事業者として申請する場合のみ必要

・申請者が地方公共団体かつ許可書を保有していない場合、一般乗合旅客自動車運送

事業者との契約書等

写し

13 購入車両に係るリース契約書

・リース料金に助成金相当額分の値下がりが反映されているもの

・GI基金による助成金を併給するリース契約の場合には、リース先（「自動車検査

証」上の使用者）の提出が必要（リース料金に助成金相当額分の値下がりが反映され

ていないもの）

・転リースの場合、転リースに係る契約書も合わせて必要

写し

14 貸与料金の算定根拠明細書

・国の助成金額が決定通知等で示されている場合には、それを反映させて作成するこ

と。

・GI基金による助成金を併給するリース契約の場合には、リース先（「自動車検査

証」上の使用者）の提出が必要

・転リースの場合、転リースに係る算定根拠明細書も合わせて必要

原本

15
国補助等の「交付額確定通知書」又は「交付

決定通知書兼交付額確定通知書」

・国補助を併用しない場合は、国補助等未申請理由申告書(第３号様式)を提出すること

・「交付額確定通知書」が存在しない国補助(GI基金を含む)の場合は「交付決定通知

書」またはそれに類する書類を提出すること

・申請様式（もしくはオンラインフォーム）にて国補助の額を記載すること

写し

16

グリーン経営認証、ISO14001認証又は東京都

貨物輸送評価制度（「三ツ星」評価若しくは

「５年連続評価等」）を取得していることが

わかる書類

・実施要綱第４ ４（４）イに定める増額申請を行う場合のみ必要

・認定書等に記載の住所が、自動車検査証上の使用の本拠の位置若しくは自動車保管

場所証明書（車庫証明書）若しくは保管場所標章番号通知書に記載の自動車の保管場

所の位置と一致すること

・交付申請時点で有効期限内であること

写し

17
共同申請者間で取り交わされた業務委託契約

書等の書類

・GI基金による助成金を併給する場合に提出

・共同申請者間における助成対象車両の導入経費の負担（助成金の受け渡し等）につ

いて証明するもの

写し

18 振込先口座が確認できる書類（通帳等）写し 写し
19 その他公社が必要と認める書類 ―

・オンライン申請の場合は利用規約への同意により代替

・リース事業者の場合、貸与先の誓約書も合わせて提出

・転リースの場合、転リース先の誓約書も合わせて提出

・手続代行による申請の場合、オンライン申請であっても申請者本人の署名又は押印

が必要

・リース事業者の場合、貸与先の登記事項証明書も合わせて必要

・転リースの場合、転リース先の登記事項証明書も合わせて必要

・申請日時点で、発行日から３か月以内のものに限る。

・地方公共団体の場合は不要

原本又は写

し

原本



交付申請時の提出書類一覧

（２）購入車両の場合

項番 申請者の必要書類 留意事項
原本または

写し
チェック

1 助成金交付に係る申請書（第１号様式）
・オンライン申請の場合は提出不要

（紙申請の場合は、問い合わせフォームを通じて様式を請求してください）
原本

2 誓約書（第２号様式）

・オンライン申請の場合は利用規約への同意により代替

・手続き代行による申請の場合、オンライン申請であっても申請者本人の署名又は押

印が必要

原本

3
助成対象者の登記事項証明書（現在事項全部

証明書又は履歴事項全部証明書）

・申請日時点で、発行日から３か月以内のものに限る。

・地方公共団体の場合は不要

原本又は写

し

4 購入車両の代金に係る請求書

・購入車両の登録番号又は車台番号及び車名・グレード・型式等実施要綱第４ ２に

定める車両であることが確認できる内容が記載されていること

・後付けで給電機能を装備する場合、車両本体価格と給電機能の装備に要する金額等

の内訳が明記されているもの

写し

5
車両本体価格が明記されている書類（見積書

等）

※車名・グレード・型式等実施要綱第４ ２に定める車両であることが確認でき、車両

本体価格（オプション等を除く）、値引き額等の明細が明記されているもの

※後付けで給電機能を装備する場合、車両本体価格と給電機能の装備に要する金額等

の内訳が明記されているもの

写し

6
購入車両の代金の支払いを証する書類（金融

機関発行の証明書、振込明細等）

・支払いの事実が確認できる書類であること

・車両の支払いは原則振込とする。金融機関発行の明細を提出できない場合や、振込

明細等で代金の支払いを特定することができない場合は、領収書を提出すること（販

売会社の印があるもので、購入車両の登録番号又は車台番号及び車名・グレード・型

式等実施要綱第４ ２に定める車両であることが確認できる内容が記載されているこ

と）

写し

7 購入車両の自動車検査証 ・電子車検証の場合、自動車検査証記録事項を提出 写し
8 車両情報Excel ・オンライン申請のみ

9
助成対象車両の性能が分かる仕様書、カタロ

グ等

・後付けで給電機能を装備する場合、当該給電機能の性能が分かる仕様書、カタログ

等
写し

10
申請者の一般乗合旅客自動車運送事業又は一

般貸切旅客自動車運送事業の許可書

・旅客自動車運送事業者として申請する場合のみ必要

・申請者が地方公共団体かつ許可書を保有していない場合、一般乗合旅客自動車運送

事業者との契約書等写し

写し

11
国補助等の「交付額確定通知書」又は「交付

決定通知書兼交付額確定通知書」

・国補助を併用しない場合は、国補助等未申請理由申告書(第３号様式)を提出すること

・「交付額確定通知書」が存在しない国補助(GI基金を含む)の場合は「交付決定通知

書」またはそれに類する書類を提出すること

・申請様式（もしくはオンラインフォーム）にて国補助の額を記載すること

写し

12

グリーン経営認証、ISO14001認証又は東京都

貨物輸送評価制度（「三ツ星」評価若しくは

「５年連続評価等」）を取得していることが

わかる書類

・実施要綱第４ ４（４）イに定める増額申請を行う場合のみ必要

・認定書等に記載の住所が、自動車検査証上の使用の本拠の位置若しくは自動車保管

場所証明書（車庫証明書）若しくは保管場所標章番号通知書に記載の自動車の保管場

所の位置と一致すること

・交付申請時点で有効期限内であること

写し

13
共同申請者間で取り交わされた業務委託契約

書等の書類

・GI基金による助成金を併給する場合に提出

・共同申請者間における助成対象車両の導入経費の負担（助成金の受け渡し等）につ

いて証明するもの

写し

14 振込先口座が確認できる書類（通帳等）写し 写し
15 その他公社が必要と認める書類 ―



交付申請時の提出書類一覧

（３）充放電設備又は公共用充電設備の導入による助成額の実績報告

項番 申請者（車両の使用者）の必要書類 留意事項
原本または

写し
チェック

1 助成金交付実績報告書（第１号様式その３） ・オンライン申請の場合は提出不要

2
公社が実施する充電設備及び充放電設備導入

に係る事業の額確定通知書
・令和6年度以降に交付申請を行ったもの

3

【車両申請が令和６年度の場合】

 助成金交付額確定通知書（第10号様式）

【車両申請が令和７年度以降の場合】

 交付決定通知書兼額確定通知書（第４号様

式その１）

・EVバス・EVトラック導入促進事業の額確定通知書（令和６年度申請の場合）または

交付決定通知書兼額確定通知書（令和７年度以降申請の場合）

・リースで車両を導入した場合はリース事業者へ通知しているため、額確定通知書ま

たは交付決定兼額確定通知書を受領すること

4 その他公社が必要と認める書類



交付申請時の提出書類一覧

（４）改造費の場合

項番 申請者（リース事業者）の必要書類 留意事項
原本または

写し
チェック

1
助成金交付に係る申請書（第１号様式その

３）

・オンライン申請の場合は提出不要

（紙申請の場合は、問い合わせフォームを通じて様式を請求してください）
原本

2 誓約書（第２号様式）

・オンライン申請の場合は利用規約への同意により代替

・手続き代行による申請の場合、オンライン申請であっても申請者本人の署名又は押

印が必要

原本

3
助成対象者の登記事項証明書（現在事項全部

証明書又は履歴事項全部証明書）

・リース事業者の場合、貸与先の登記事項証明書も合わせて必要

・申請日時点で、発行日から３か月以内のものに限る。

・地方公共団体の場合は不要

原本又は写

し

4
国補助の改造費助成における「交付決定通知

書兼交付額確定通知書」

以下のいずれかの国補助のうち、EV車両への改造費に係る助成のみを対象とする。

・令和７年度（補正予算）脱炭素成⾧型経済構造移行推進対策費補助金 （商用車等の

電動化促進事業（タクシー・バス））

・令和７年度補正予算 脱炭素成⾧型経済構造移行推進対策費補助金 （商用車等の電

動化促進事業（トラック））

写し

5 改造前車両の本体価格がわかる書類

※購入当時の見積書、注文書、請求書など、オプション等を除いた車両本体の価格が

わかること

※車両に関する情報（購入時期、車名、グレード、型式、購入車両の登録番号又は車

台番号等）の記載により、自動車車検証に記載の車両のものと紐づけができること

写し

6 改造前車両の自動車検査証 写し

7 改造後車両の自動車検査証 写し

8
申請者の一般乗合旅客自動車運送事業又は一

般貸切旅客自動車運送事業の許可書

※旅客自動車運送事業者として申請する場合

※申請者が地方公共団体かつ許可書を保有していない場合、一般乗合旅客自動車運送

事業者との契約書等

写し

9 改造費用の請求書 環境省補助にて助成対象経費と認定を受けた改造費の請求書であること 写し

10 改造費用の支払いを証する書類

・金融機関発行の証明書、振込明細等

・上記が用意できない場合、領収書の提出でも可能。その場合、販売会社等の印があ

るものに限る。

写し

11 振込先口座が確認できる書類（通帳等）写し 写し
12 その他公社が必要と認める書類 ―

※電子車検証の場合、自動車検査証記録事項を提出

※改造の前後で所有者が同一であること


